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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、お客様、従業員、お取引先、株主、地域社会そしてすべてのステークホルダーの皆様からの信頼を確保し、大きな影響や利害関係を持つ
方々の利益を尊重した経営に徹すべく、経営の効率性、業績の向上及びコンプライアンスの重視を主体としたコーポレート・ガバナンスの強化を経
営上の最重要課題として取り組んでおります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則4-1③ 後継者計画の策定】

当社は、最高経営責任者（CEO）等の後継者計画を、中長期的な企業価値向上のための極めて重要な経営課題として認識しております。当社は、
取締役会の監督機能強化の一環として、2026年7月に任意の指名委員会および報酬委員会を統合・再編し、『指名報酬委員会』（過半数を独立社
外取締役で構成し、委員長は独立社外取締役）を設置し、同委員会の規程において「最高経営責任者の後継者計画等に関する事項」を取締役会
への審議・答申事項として明確に権限規定いたしました。 今後、本委員会が主体となり、当社の経営理念や経営戦略の実現に向けてCEOに求め

る人物像や資質等を明確化するとともに、客観性・透明性の高いプロセスに基づく後継者候補の育成計画および選定基準の策定を進め、取締役
会がその運用状況を適切に監督してまいります。

【コーポレートガバナンス・コード（2021年版６月版）に基づき記載しています。】

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4 政策保有株式】

当社は、政策保有株式を保有していません。なお、今後、政策保有株式を保有する必要性が生じました場合には、保有に伴う便益やリスクが資本
コストに見合っており、企業価値の向上に資するものであることを説明するとともに、政策保有に関する方針、及び政策保有株式に係る議決権行
使への適切な対応を確保するための基準をそれぞれ策定し、その基準に沿った対応を行います。

【原則1-7 関連当事者間の取引】

当社は、関連当事者取引について、会社法および取締役会規程に基づき、役員等による競業取引および利益相反取引（取締役と会社間の取引
を含む）については、取締役会の承認事項としております。

なお、当社の通常の営業の範囲内における一般顧客と同様の取引条件による商品の売買等につきましては、毎年1回、その取引内容を取締役会
に包括して報告し、「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」に定める取引の重要性の判断基準に基づき、適正性のレビューを行って
おります。

【補充原則2-4① 中核人材の登用等における多様性の確保】

当社は男女及び新卒、中途採用の区別なく活躍できる環境となっております。 2026年３月末時点で女性管理職比率は16.7％となっており、市場平

均である 11.1 ％(帝国データバンク「女性登用に対する企業の意識調査(2025年)」)を上回っております。

また、当社は新卒採用を2018年から開始しており、現在の社員数260人に対し、新卒採用者は43人、うち管理職は４人であるため、管理職は中途
採用者が多いですが、新卒採用者の管理職も増えております。

外国人の活躍については、2023年３月末時点で外国籍人材の従業員数が１名にとどまっていたことから、多様性向上の指標として、2029年３月期
までに、これを７名とする数値目標を設定しましたが、2026年３月末時点で２名となっております。

【原則2-6 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】当社には、企業年金基金制度はありません。

【原則3-1 情報開示の充実】

（i） 経営理念、経営戦略、経営計画等を当社ホームページ（https://www.syuppin.co.jp/ir/）に記載しております。

（ii） コーポレート・ガバナンスの基本方針については、「1.基本的な考え方」に記載しております。

（iii） 取締役の報酬については、株主総会で決定した限度額の範囲内において、従来の任意の指名委員会および報酬委員会を発展的に統合・再

編し、2026年7月に設置した「指名報酬委員会」（委員の過半数および委員長は独立社外取締役）にて決定しております。監査役の報酬について
は、株主総会で決定した限度額の範囲内で、監査役の協議によって決定しております。

（iv）

① 取締役候補者の選任は当社の持続的な企業価値の向上に資するという観点に基づき、会社経営や当社事業全般に関する理解、人格・見識・

経験・専門分野に優れ、その職務と責任を全うできる人物としております。取締役候補者は、指名報酬委員会から提案を受け、取締役会において
審議のうえ、株主の負託に応え、取締役としての職務を適切に遂行できる人物を指名しております。

② 監査役候補者の選任は当社の監査役として相応しい高い倫理観と遵法精神を有することに加え、経営陣からの独立性が確保できるか、公正

不偏の態度を保持できるか等の監査役としての適格性、並びに取締役の職務の執行の監査を的確に遂行することが可能な知識や経験を有する
候補者を選任するにあたり、監査役会が求めるスキルセット等を選任基準としてあらかじめ整理し、指名報酬委員会と連携のうえ監査役会に諮問

し、その同意を受けた後、取締役会にて審議のうえ、株主の負託に応え、監査役としての職務を適切に遂行できる人物を指名しております。また、



監査役のうち少なくとも１名は、財務・会計に関する十分な知見を有する者を選任しております。

③ ①又は②のうち社外役員の候補者を指名する場合は、独立した立場から取締役会の意思決定の妥当性、相当性を確保するための助言・提言

をいただける当社のコーポレート・ガバナンス強化に資する人材であると判断する者を選任することとしております。

④ 経営幹部の選任は、当社が定める『執行役員規程』に基づき、当社従業員に対する人事評価結果が優れた者の中から抜擢する内部登用に加

え、当社の事業戦略の推進に必要な高度な専門性や豊富な経験を有する人材を社外から招聘する外部登用を行っております。いずれの場合に
おいても、当社の経営幹部としての資質・能力を有しているかについて、指名報酬委員会の審議及び取締役会への答申を経た上で執行役員とし
て選任しております。選任された執行役員には、経営会議に参加させ経営に関する知見をさらに深める機会を与えるなど、継続的な育成を図って
おります。

⑤ 取締役及び監査役（社外役員を含む）の解任は当社の取締役あるいは監査役として求められる能力・資質・経験・価値観に疑義が認められる

など、各選定基準を満たさなくなった場合に行います。取締役の解任については、解任すべき理由を明らかにした上で、指名報酬委員会にて協議
を行い、同委員会が解任すべき「正当な理由がある」と判断したときは、その旨を取締役会に答申します。取締役会はその答申を受けて協議を行
い、法令に従い、株主総会に解任議案を上程し、その決議をもって解任いたします。一方、監査役の解任については、解任すべき理由を明らかに
した上で、取締役会にて協議を行い、解任すべき「正当な理由がある」と取締役会が判断したときは、法令に従い、株主総会に解任議案を上程し、
その決議をもって解任いたします。執行役員を解職する場合には、指名報酬委員会にて協議・答申を行った上で取締役会に議案を上程し、取締
役会の決議をもって解職することとしております。

（v） 新任候補者、社外取締役候補者及び社外監査役候補者の選任理由について株主総会招集通知参考書類（https://www.syuppin.co.jp/ir/sou

kai/）に記載しております。

【補充原則3-1③ 情報開示の充実】

当社では、循環型社会へ貢献する当社ビジネス『リバリュー』と『テクノロジー』をかけあわせることで持続可能な成長を目指しております。持続可
能な成長のためには事業活動を通して社会問題の解決に貢献することが重要であると考えており、この考えに沿って戦略的なサステナビリティの
推進を図ります。その内容については、2023年３月期より、有価証券報告書「第２【事業の状況】2【サステナビリティに関する考え方及び取組】」に
記載を行っております。

この中で「人材の育成及び社内環境整備に関する方針、戦略」についても開示を実施しており、人的資本や知的財産への投資等について枠組み
を示しております。

また、当社は2022年５月に気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言に賛同し、これに基づく情報開示を行っております。

詳細に関しては、以下をご参照ください。当社コーポレートサイト

（https://www.syuppin.co.jp/ir/yuho/）

（https://www.syuppin.co.jp/sustainability/）

【補充原則4-1① 経営陣に対する委任の範囲】

取締役会では、経営上の意思決定機関として、法令に定められた事項及び重要な中長期戦略に関する事項の決定、及び業務執行状況の監督を
行っております。取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務権限規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続
きの詳細について定めております。当社は、2018 年４月１日より執行役員制度を導入しておりますが、当社の持続的な企業価値向上を実現する

ため、2026年6月より取締役会をモニタリング・ボードへ移行いたしました。これにより、取締役会を監督機能に特化させ、機動的な業務執行につい
ては執行役員に大幅に委譲する体制としております。

【原則4-9 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、社外取締役を起用することで、多角的な視点から当社事業の成長に資する意見・提言を経営に取り入れ、さらに業務執行に対する監督
機能の強化を図ることを期待しております。 そのため、社外取締役の選任にあたっては、東京証券取引所が定める独立役員の要件を満たすだけ

でなく、その独立性を実質面において担保することに主眼を置いた当社独自の「社外役員の独立性に関する基準」を策定し、独立性が十分に確保
されている方を選任することを方針としております。 また、選任プロセスにおいては、指名報酬委員会において、スキル・マトリックス、独立性基準

や経営陣への監督・牽制能力を選任要件として明確化した上で、候補者リストの作成や選定理由の審議を行っております。

当社の定める「社外役員の独立性に関する基準」の全文につきましては、本報告書の末尾「その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項」
に記載しておりますのでご参照ください。

【補充原則4-10① 取締役の報酬、指名に関する状況】

当社は、経営陣幹部・取締役の指名（後継者計画を含む）および報酬などに係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化するため、
取締役会の下に過半数を独立社外取締役で構成し、独立社外取締役が委員長を務める任意の「指名報酬委員会」を設置しております。同委員会
の統合・再編の経緯や、委員会構成の独立性に関する考え方、権限・役割等の詳細につきましては、本報告書の「■１．（２）取締役関係 任意の

委員会等の補足説明」の欄に記載しておりますので、そちらをご参照ください。

【補充原則4-11① 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

当社は、取締役会の意思決定機能及び業務執行に対する監督機能を実効的に果たすため、各分野に精通している人格・見識・経験に優れた人
材のバランスに配慮し、取締役会全体としての知識、経験、能力のバランス及びジェンダー、国際性、職歴、年齢、文化的背景の面を含む多様性
を確保することを基本方針としております。

具体的な選任プロセスの客観性と透明性を高めるため、当社は新たに指名報酬委員会が主体となって候補者の適切性を評価・審議する選定基
準を明確化しております。特に、社外取締役の選定にあたっては、以下の要素を軸に包括的な評価を実施し、取締役会へ答申しております。

① スキル・マトリックス： 当社の経営課題の解決に向けたマストスキルを定義し、面談等を通じて候補者の実績や知見を客観的に評価・認定して

おります。

② 独立性： 当社独自の「社外役員の独立性に関する基準」に基づく形式要件に加え、実質的な独立性を含めて判断しております。

③ 経営陣への監督／けん制機能： 執行側から独立したプロセスで候補者を選定し、監督機能が確実に発揮できるかを評価しております。

④ 多様性： ジェンダー、国際性、経歴、年齢、文化的背景等の多様性を補完要素として検討しております。

また、監査役候補者についても、監査役会が求めるスキルセット等を明文化し、指名報酬委員会と連携して選定を行っております。 なお、当社の

経営戦略に照らして特定した取締役・監査役のスキル・マトリックスにつきましては、「第21回定時株主総会招集ご通知15頁」にて開示しておりま
す。（URL：https://www.syuppin.co.jp/ir/soukai/）

【補充原則4-11② 役員が上場会社の役員を兼務する場合における兼務状況】

社外取締役及び社外監査役をはじめ、取締役及び監査役は、その役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を取締役及び監査役の
業務に振り向け、兼職については合理的な範囲に留めております。なお、その兼任の状況は、株主総会招集通知及び有価証券報告書にて開示し
ております。

【補充原則4-11③ 取締役会の実効性に関する分析・評価の概要】

当社は、取締役会の実効性の維持・向上のため、毎年１回、全ての取締役及び監査役に自己評価アンケートを実施し、その結果をもとに分析・評



価を行っております。2026年度の実効性評価の概要及び課題への対応は以下のとおりです。

① 評価のプロセス 2026年5月の取締役会において自己評価の集計結果を報告し、現状の評価結果の分析及び認識された課題の共有を行うとと

もに、今後の取り組み等について討議・検証を行いました。

② 評価結果の概要 規模や構成、活発な議論状況等の点から、全体としての実効性は確保されていると評価されました。一方で、前年度と比較し

全般的に評価スコアが低下しており、特に前代表取締役の不適切発言事案に関連して、取締役会による経営陣への監督・牽制機能が十分に発
揮されていなかったという重大な課題が認識されました。

③ 課題への対応・今後の取組（PDCAの実践）当社は上記の結果を厳粛に受け止め、監督機能を抜本的に強化すべく、2026年6月より社内取締

役を社長1名とし社外取締役比率を80％とする「モニタリング・ボード体制」へと移行いたしました。あわせて、指名報酬委員会による役員の360度
評価や役員向けハラスメント研修等の実効性のある再発防止策について、現在全社を挙げて順次導入を進めております。継続的に再発防止策の
定着状況等の検証と改善を図り、取締役会のさらなる機能向上に努めてまいります。

【補充原則4-14② 取締役・監査役のトレーニングの方針】

当社は、各取締役及び監査役が、その役割及び機能を果たすために必要とする知識の取得・能力の研鑚に努めることとし、取締役会・経営会議
における詳細な議論を通じて、知識・スキルの深化・共有を図っております。また、新任の社外取締役、社外監査役に対しては、会社の経営・事業
全般の説明を行い、当社の事業内容や経営課題の理解を深められるよう努め、必要に応じて店舗・事業所の見学等の機会を設けております。あ
わせて、その役割及び責務を果たすために必要とする事業・財務・組織等に関する知識を取得するための費用の支援を行っております。 さらに、

実効性向上に向けたガバナンス強化の取り組みとして、全取締役・監査役・執行役員を対象とした「コーポレートガバナンス研修」および「コンプラ
イアンス・ハラスメント防止研修」の定期的・継続的な受講の義務付け（新任役員は就任時に義務化）について、現在、順次導入を進めているとこ
ろです。今後、これらの施策の確実な運用と定着により、取締役会の監督機能や牽制機能に対する理解を深め、役員全体の共通認識とすること
で、健全な企業風土の醸成を図ってまいります。

【原則5-1 株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、IR・広報室と経営企画室を統合して新たに「IR・経営企画室」を設置し、経営幹部によるIR活動を一層強化しております。社内の各部門と
連携を図りつつ、IRサポート体制の構築を進めております。また、株主・投資家への適時適切な情報開示を行うとともに、沈黙期間を除く通年を通
じた積極的な対話を実施しており、これらで得られた株主の反応・意見は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を図るべく、随時取締役会に
報告しております。なお、株主との対話に際してはインサイダー情報の漏洩防止を徹底しております。

【株主との対話の推進と開示】 2026年３月期においてはオンラインでの決算説明会動画を１回配信し、機関投資家との個別対話の機会を年間で

延べ91回実施いたしました。決算説明会では代表取締役社長が、個別対話では代表取締役社長をはじめとする役員またはIR・経営企画室が説明
にあたっております。また、個別対話は、株主であるか否かを問わず参加・開催を可能としており、機関投資家、アナリスト等の立場や、運用スタイ
ルを問わず対応しております。

機関投資家との対話においては、業績の要因や計画に対する進捗状況、財務の内容、年次及び中長期計画に基づく経営の状況、ビジネスモデ
ルの特徴や強みと弱み等に関心をお寄せいただきました。その中で、開示を求められた指標の一部については一律に開示を行いました。

【コーポレートガバナンス・コード（2021年6月版）に基づき記載しています。】

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2026年5月12日

該当項目に関する説明

当社は、資本効率のさらなる向上及び株主還元の充実を重要な経営課題と位置づけ、商品在庫投資、AI活用、システム強化、人材への投資を継
続しながら、ROE（株主資本利益率）30％以上の水準を継続的に維持することを目指しています。また、配当性向40～50％を基本方針とし、機動
的な自己株式の取得及び消却も実施する方針です。

今後も、資本コストや株価を意識した経営を持続的に実践し、企業価値の中長期的な向上に向けて取り組んでまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

US BANK NATIONAL ASSOCIATION JP ACCTS TS（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行） 1,912,800 9.01

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,805,700 8.51

MSCO CUSTOMER SECURITIES（常任代理人 モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社） 1,076,407 5.07

株式会社エムジー 1,060,000 5.00

LICHFIELD LP DIRECTOR WOLF JOHANN（常任代理人 株式会社三菱UFJ銀行） 1,038,900 4.90

GOLDMAN,SACHS & CO.REG（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社） 1,017,071 4.79

TAKUMI CAPITAL MANAGEMENT MASTER FUND LP（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 944,892 4.45



GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL（常任代理人 ゴールドマン・サックス証券株式会社） 706,200 3.33

野村信託銀行株式会社（投信口） 661,200 3.12

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)RE NON TREATY CLIENTS ACCOUNT （常任代理人 香港上海

銀行東京支店）
534,900 2.52

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、2026年３月31日現在の状況です。上記のほか当社所有の自己株式（有価証券報告書記載株数）135,283株があります。

2026年４月17日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、ミリ・キャピタル・マネジメント・エルエルシーが2026年４月10日現在で以下
の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として2026年３月31日における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の
状況には含めておりません。

なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称／保有株券等の数／株券等保有割合

ミリ・キャピタル・マネジメント・エルエルシー1,731,2008.11株 9.02％

2026年４月22日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、エフエムアール エルエルシーが2026年４月15日現在で以下の株式を保有

している旨が記載されているものの、当社として2026年３月31日における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め
ておりません。なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称／保有株券等の数／株券等保有割合エフエムアール エルエルシー 1,926,654株 9.02％

2026年７月15日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、ブイアイエス・アドバイザーズ・エルピーが2026年７月８日現在で以下の株
式を保有している旨が記載されております。当該変更報告書における保有状況は2026年３月31日以降の内容であるため、上記の大株主の状況
には反映されておりません。なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称／保有株券等の数／株券等保有割合

ブイアイエス・アドバイザーズ・エルピー 1,983,792株 9.29％

2026年７月28日付で公衆の縦覧に供されている変更報告書において、株式会社ヴァレックス・パートナーズが2026年７月21日現在で以下の株式
を保有している旨が記載されております。当該変更報告書における保有状況は2026年３月31日以降の内容であるため、上記の大株主の状況に
は反映されておりません。なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称／保有株券等の数／株券等保有割合

株式会社ヴァレックス・パートナーズ 2,886,800株 13.52％

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――



５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

滝ヶ﨑 裕二 公認会計士

信実 克哉 他の会社の出身者

渡辺 絢 弁護士

白石 卓也 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

滝ヶ﨑 裕二 ○ ―――

公認会計士の資格を有しており、財務及び会
計等に関する専門的な知識及び企業経営に関
する幅広い活動経験と豊富な専門知識を有し
ております。これらの経験と知見を当社の企業
価値向上に活かし、かつ、独立した立場から取
締役会の意思決定の妥当性、相当性を確保す
るための助言・提言をいただくことにより、当社
のコーポレート・ガバナンスを強化することが可
能と考えております。また、同氏は当社の主要
株主、主要な取引先等の出身者等ではないこ
とから、一般株主と利益相反が生じるおそれが
なく、独立役員として的確であると判断しており
ます。

信実 克哉 ○ ―――

Dodge & Cox及びFidelity Management & Resea

rchという世界有数の機関投資家において、長
期に渡り日本株を含むグローバル企業への長
期投資業務に従事してこられました。また、株
式会社And Doホールディングスの社外取締役

として、投資家視点でのROIC経営に基づく事

業ポートフォリオ最適化に向けた変革の推進、
及びキャピタルアロケーションを含む財務戦略
改善を通した、本質的なキャッシュフロー創出
力向上への助言・監督を担っておられます。こ
れらの経験と知見を当社の企業価値向上に活
かし、かつ、独立した立場から取締役会の意思
決定の妥当性、相当性を確保するための助

言・提言をいただくことにより、当社のコーポ

レート・ガバナンスを強化することが可能と考え
ております。また、同氏は当社の主要株主、主
要な取引先等の出身者等ではないことから、一
般株主と利益相反が生じるおそれがなく、独立
役員として的確であると判断しております。

渡辺 絢 ○ ―――

弁護士の資格を有しており、法律事務所や事
業会社において、企業法務、労働法務、ESG・S

DGs法務の経験を積んだ後、2020年より雨宮
眞也法律事務所のパートナー弁

護士として、多様な業界の企業にリーガルサー
ビスを提供しておられます。

現在は、バリューコマース株式会社、コーセル
株式会社の社外取締役（監査等委員）として会
社経営に参画する傍ら、第一東京弁護士会で
は常議員に就いているほか、ESG分野の研究
や論文執筆にも注力されておられます。

同氏はこれらの弁護士としての豊富な経験と専
門知識を有しておられ、主にコンプライアンスの
観点から有益なアドバイスをいただくことによ

り、当社のコーポレート・ガバナンスを強化する
ことが可能と考えております

また、同氏は当社の主要株主、主要な取引先
等の出身者等ではないことから、一般株主と利
益相反が生じるおそれがなく、独立役員として
的確であると判断しております。



白石 卓也 ○ ―――

東京大学大学院工学系研究科を修了後、

フューチャーシステムコンサルティング株式会
社に入社し、PMとして大規模なシス

テム再構築や業務改革を主導されました。その
後、プルデンシャル生命保険株式会社での経
営企画やM&Aを経験後、日本アイ・ビー・エム
株式会社、株式会社ベイカレントコンサルティン
グでのパートナー職を歴任されてこられました。

2015年からは、株式会社ローソンの執行役員

として次世代システム構築や子会社設立を推
進され、2018年にはWalmart Japan（合同会社

西友）のCIOに就任されてデジタル変革をリード
された後、2020年より味の素株式会社のCEO
補佐としてビジネスモデル変革の指揮を執って
こられました。

並行して複数の企業で取締役も務めるなど、IT
と経営を繋ぐDXのスペシャリストとして活動さ
れており、これらの経験と知見を当社の企業価
値向上に活かし、かつ、独立した立場から取締
役会の意思決定の妥当性、相当性を確保する
ための助言・提言をいただくことにより、当社の
コーポレート・ガバナンスを強化することが可能
と考えております。

また、同氏は当社の主要株主、主要な取引先
等の出身者等ではないことから、一般株主と利
益相反が生じるおそれがなく、独立役員として
的確であると判断しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 0 0 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 3 0 0 3 0 0
社外取
締役

補足説明

当社はこれまで、取締役等の選任・解任等および報酬決定における公平性・透明性・客観性と説明責任を強化することを目的に、取締役会の任意
の諮問機関として、2017年4月に報酬委員会を、2025年10月に指名委員会をそれぞれ設置し運用してまいりました。 今般、監督と執行の分離を明

確にする新体制への移行に伴い、ガバナンス体制の更なる強化と、相互に密接に関連する役員人事と報酬に関する審議の実効性および効率性
を高めるため、2026年7月をもって両委員会を統合・再編し、新たに「指名報酬委員会」を設置いたしました。 同委員会の委員長は独立社外取締

役である信実 克哉が務め、委員は独立社外取締役である滝ヶ﨑 裕二および渡辺 絢が務めており、全委員が独立社外取締役で構成されており

ます。 また、監査役は同委員会における議決権を有しておりませんが、各委員会にオブザーバーとして出席し、意見を述べることができます。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況



監査役は、会計監査人と四半期及び期末決算時における意見交換を行い、期中監査時には経理状況の確認・法律上の改正点等につき情報の
共有を行っております。

内部監査人は、内部監査の結果について定期的に代表取締役社長に報告するとともに、常勤監査役及び社外監査役に対しても報告を行ってお
り、その都度、情報交換し相互連携を図っております。

また、内部監査人は、決算時の棚卸立会への随行や、必要に応じた内部監査状況の報告、期末監査終了時に意見交換の場を設けるなど、会計
監査人と積極的に連携を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

遠藤　直仁 税理士

横山　敬子 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

遠藤　直仁 ○ ―――

税理士、中小企業診断士の資格を有しており、
税務及び会計等に関する専門的な知識及び企
業経営に関する幅広い活動経験、企業経営者
として異業種の会社経営に携わる見地から、豊
富な専門知識を有しております。これらの経験
と知見を活かし、当社の成長・企業価値向上に
貢献することが期待できることから社外監査役
として的確であると判断しております。また、同
氏は当社の主要株主、主要な取引先等の出身
者等ではないことから、一般株主と利益相反が
生じるおそれがなく、独立役員として的確であ
ると判断しております。

横山　敬子 ○ ―――

公認会計士の資格を有し、公認会計士協会内
に設置された「組織内・社外会計士調査研究専
門委員会」サステナビリティ部会の委員を務め
ており、会計及びサステナビリティ等に関する
専門的な知識及び企業経営に関する幅広い活
動経験と豊富な専門知識を有しております。こ
れらの経験と知見を活かし、当社の成長・企業
価値向上に貢献することが期待できることから
社外監査役候補者といたしました。なお、同氏
は、過去に社外取締役または社外監査役とな
ること以外の方法で会社の経営に関与したこと
はありませんが、上記の理由により、社外監査
役としての職務を適切に遂行できると判断いた
しました。また、同氏は当社の主要株主、主要
な取引先等の出身者等ではないことから、一般
株主と利益相反が生じるおそれがなく、独立役
員として的確であると判断しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

（譲渡制限付株式報酬）

2018年６月26日開催の第13回定時株主総会の時をもって、当社の社外取締役を除く取締役を対象に、中期経営計画を含む業績達成に向けた中
長期インセンティブとして、また、株式保有を通じて株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、年額30,000千円以内、年23,000株
以内の譲渡制限付株式報酬制度を導入しました。

（業績連動型株式報酬）

2022年６月23日開催の第17回定時株主総会の時をもって、当社の社外取締役を除く取締役を対象に、当社の中長期的な企業価値の持続的な向
上を図るインセンティブを与えるとともに、業績拡大へのコミットメントを強化し、株主の皆様との一層の価値共有を進める事を目的として、年額200,
000千円、年200,000株以内の業績連動型株式報酬制度を導入しました。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

取締役及び監査役の報酬等は、それぞれ総額で開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の役員の報酬等については、取締役等の報酬等の公平性・透明性・客観性と説明責任を一層強化することを目的に、従来の任意の指名委
員会および報酬委員会を発展的に統合・再編し、2026年7月に「指名報酬委員会」を設置しました。

取締役の個人別の報酬等については、株主総会で決定した限度額の範囲で、取締役会からの委任に基づき同委員会にて決定しております。 基

本報酬の算定方法については、調査会社等が行っている役員報酬サーベイのデータをもとに、当社の時価総額（指名報酬委員会開催時の時

価総額）や業態等の職位毎のテーブルをベンチマークとし、指名報酬委員会における報酬水準に係る審議を基に、固定報酬を決定しております。
また、株式報酬については、当社の中期経営計画を含む業績達成に向けた中長期インセンティブとして導入したもので、株式保有を通じて株主の
皆様との一層の価値共有を進めることを目的としております。

監査役については、株主総会で決定した限度額の範囲内で、監査役の協議によって決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役、社外監査役のサポートは総務部門が実施しており、会議資料の配布・補足説明等を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【取締役会】当社の取締役会は、取締役５名で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督する権限を有しております。取締
役会は、原則として月１回の定時開催・必要に応じて臨時開催され、全ての取締役及び監査役が出席し、月次決算の状況及び財務諸表、中期経
営計画並びに決算短信に関する報告を受け、これらを承認するとともに、その他経営上の重要事項について十分な議論を尽くして意思決定を行っ
ております。なお、当社は、2018年4月1日より執行役員制度を導入し、意思決定の迅速化による経営の効率化を図っておりますが、2026年6月よ

り取締役会をモニタリング・ボードへ移行いたしました。これにより、取締役会を監督機能に特化させ、機動的な業務執行については執行役員に大
幅に委譲する体制としております。

【経営会議】

業務執行上の重要事項の審議・決定や取締役会への付議を行う機関として経営会議を設置しております。経営会議は、原則として毎週１回開催
され、常勤取締役、執行役員、常勤監査役が出席し、経営方針、経営戦略、部門間の課題等業務執行上の重要事項の審議、意見具申、報告、情
報共有及び決議が行われ、経営会議規程に基づく職務権限・意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われるようになっており
ます。

【指名報酬委員会】

指名報酬委員会は、取締役等の選任・解任等および報酬等の公平性・透明性・客観性と説明責任を強化することを目的に、取締役会の諮問機関
として設置しております。取締役３名以上で構成し、その過半数を独立社外取締役とし、委員長は独立社外取締役の中から選定しております。同
委員会は取締役会の諮問に応じ、取締役の選任・解任、代表取締役及び役付取締役の選定・解職、執行役員の選定・解職、最高経営責任者の
後継者計画等に関して審議し、その結果を取締役会に答申しております。また、取締役の個人別の報酬等の決定に関しては、調査会社等が行っ
ている役員報酬サーベイのデータをもとに当社の時価総額や業態等の職位毎のテーブルをベンチマークとする方針に基づき、自ら決定する権限
を有しております。



【監査役及び監査役会】

監査役会は、監査役3名（うち常勤監査役1名）で構成され、ガバナンスのあり方とその運営状況を監視し、取締役の職務の執行を含む日常的活動
の監査を行っております。監査役は、株主総会や取締役会への出席や、取締役・従業員・会計監査人からの報告収受など法律上の権利行使のほ
か、常勤監査役は、重要な経営会議への継続出席により、心理的安全性を損なう言動の有無を確認するなど、実効性のあるモニタリングと情報

共有体制の強化に取り組んでおります。

【会計監査人】

当社の会計監査業務を執行する公認会計士は、児玉秀康及び有久衛であり、太陽有限責任監査法人に所属しております。また、当社の会計監
査業務に係る補助者は、公認会計士等13名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役会の監督機能をさらに強化し、持続的な企業価値向上を実現するため、2026年6月より社内取締役を社長1名とし、取締役会に占
める社外取締役比率を80%（取締役総数5名に対して社外取締役4名）とする「モニタリング・ボード体制」へと移行いたしました。 この体制の下、（社

外取締役４名、社外監査役２名）・監督しており、一般株主保護のためのコーポレート・ガバナンス体制としては問題ないものと考えております。 今

後もガバナンス体制の向上を経営の課題として継続検討してまいりますが、現状においては監査役会設置会社としての現体制を基礎として継続
的なガバナンス体制の向上を図ることが適当と判断しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 決算業務の早期化を図り、招集通知の早期発送に取り組んでまいります。

集中日を回避した株主総会の設定 集中日を回避した株主総会の日程を設定しております。

電磁的方法による議決権の行使 招集通知や決議通知を自社ホームページに掲載しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

当社は、議決権電子行使プラットフォームへ参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知（要約）の英語版を作成し、議決権行使プラットフォームにおいて提供しておりま
す。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを作成し、当社ホームページ（https://www.syuppin.
co.jp/ir/disclosure/）において公表しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
年１回以上、説明会を開催し、年１回以上、オンライン決算説明会動画を配信
しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年１回以上、オンライン決算説明会動画を配信しております。尚、アナリスト・機
関投資家を対象とした個別対話の機会を年間延べ91回実施しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
当社のホームページ内にIR情報ページを設け、決算短信・四半期情報、有価
証券報告書、四半期報告書、機関投資家向け説明会資料、月次情報を速や
かに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 IR・経営企画室を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況



補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、経営理念において「企業は社員と社会に対し、夢を与え続けなければ存在価値は
ない」と掲げており、社会におけるステークホルダーの立場を尊重する姿勢を規定しており
ます。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、サステナビリティに関する考え方を策定し、その内容については、2023年３月期よ
り、有価証券報告書「第２【事業の状況】2【サステナビリティに関する考え方及び取組】」に
記載を行っております。

この一環として、一般社団法人障がい者自立推進機構による障がい者アーティストの経済
的自立を促進する「パラリンアート」のオフィシャルパートナーとしての活動、写真・映像に
係わる文化や芸術振興を目的とし、東京都写真美術館の活動支援など、多岐にわたるＣＳ
Ｒ活動を行っております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、顧客、取引先及び株主等、当社のステークホルダーに対して、適時適切な情報を
開示することは上場企業の責務であり、この責務を果たすことが会社の重要事項として認
識し、迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を当社ホームページ、説明会等を通じて行っ
ております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

業務の適正を確保するための当社の内部統制システムに関する基本方針及び整備状況は次のとおりであります。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（会社法第362条第４項第６号）

① 当社は、「取締役会規程」に基づき、取締役会を原則として月１回開催している。

② 取締役は、取締役会を通じて、他の取締役の業務執行の監督を行っている。

③ 「取締役会規程」において、重要な財産の処分及び譲受、多額の借入れ及び債務保証などの重要な業務執行について取締役会に付議すべき

事項を具体的に定め、それらの付議事項について取締役会で決定している。

④ 当社は、監査役会設置会社であり、各監査役は監査役会が定めた監査方針のもと、取締役会への出席、業務執行状況の調査などを通じ、取

締役の職務執行の監査を行っている。

⑤ 全取締役及び執行役員等を対象とした「コンプライアンス・ハラスメント防止研修」および「コーポレートガバナンス研修」の定期的・継続的な受

講の義務付けや、指名報酬委員会による「役員に対する360度評価」について、現在、順次導入を進めている。今後、これらの施策の確実な運用
と定着により、経営陣の職務執行に対する牽制・監督機能のさらなる強化を図っていく。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（会社法施行規則第100条第１項第１号）

① 株主総会、取締役会、経営会議の議事録を、法令及び規程に従い作成し、適切に保存・管理している。

② 経営及び業務執行に関わる重要な情報、決定事項、社内通達などは、所管部署で作成し、適切に保存・管理している。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制（会社法施行規則第100条第１項第２号）

① 職務権限規程により、当社の取締役会・経営会議での決裁事項を定めている。

② 取締役会、経営会議及びその他の重要な会議にて、取締役及び経営幹部から、業務執行に関わる重要な情報の報告が定期的になされてい

る。

③ コンプライアンスなどに関するリスクへの対応については、コンプライアンス委員会主導のコンプライアンス教育を定期的に実施するとともに、そ

れぞれの所管部署において必要に応じたモニタリングを実施している。

④ 経営会議において危機管理を所掌し、事業の継続性を揺るがすほどの重大リスクが発生した場合の対応につき整備を進めている。

⑤ 全社のリスク管理の基本方針を明らかにし、リスクの識別と対処についての体系を明確にするための規程を制定し運用している。

⑥ 全役職員を対象としたハラスメント実態調査やエンゲージメントサーベイについて、現在、定期的な実施に向けた導入を順次進めている。今

後、これらの施策を通じて組織風土やハラスメント等のリスクを早期に把握・分析の上、取締役会や監査役会へ報告し改善施策に反映する体制の
構築を図っていく。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第３号）

① 経営会議を設置し、必要に応じ取締役会付議事項の事前審議を行うとともに、職務権限規程に定められた決定事項の決定を行っている。

② 取締役会における意思決定に当たっては、十分かつ適切な情報が各取締役に提供されている。

③ 業績管理に資する財務データは、ITを活用したシステムにより迅速かつ的確に取締役に提供されている。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第４号）

① 「倫理規程」「コンプライアンス規程」「行動規範」を定め、全従業員に通知するとともに、法令と社会規範遵守についての教育・啓蒙・監査活動を

実施している。

② コンプライアンス体制の強化を図るために、「内部通報制度」を導入し、当社に属する全ての人が利用できる仕組みを設けている。また、公益通

報者保護法の趣旨を踏まえ、通報者保護や利益相反の排除等を明文化するとともに、役員が被通報者となる事案を想定し、監査役会・社外取締
役への直接通報ルートを整備するなど、制度の独立性・客観性を高めている。

③ 内部監査部門である「内部監査室」が、各部署における業務執行が法令・定款及び規程等に適合しているか否かの監査を実施している。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第１号） 当

社は、経営陣に関する事案の独立した調査など監査役会の機能を的確に補助するため、監査役スタッフの配置を含む事務局体制を整備するとと
もに、監査役の要請に基づいて監査役の職務補助のための監査役付使用人を置くこととする。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第２号）

① 必要に応じて監査役付使用人を置く場合、当該使用人は、業務執行上の指揮命令系統には属さず、監査役の指揮命令に従うものとする。



② 当該使用人の異動、人事考課などについては、監査役の事前承認を得なければならないこととする。

(8) 前号の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第３号）監査役の職務を補助すべき使用人は、他

部署の使用人を兼務せず、もっぱら監査役の指揮命令に従うものとする。

(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する事項（会社法施行規則第100条第３項第４号）

① 監査役は、毎年度末に取締役に対し業務執行状況に関する確認書の提出を求めている。

② 監査役は、その職務を遂行するために必要と判断するときはいつでも取締役及び使用人に報告を求めることができる。

③ 役員・管理職級や短期間での退職者等を対象に、監査役会または独立部門が退職理由を確認し、ハラスメント等の有無を含めた組織風土上

の問題を早期に把握・検証する仕組みを運用している。

(10) 前号の報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制（会社法施行規則第100条第３項第

５号） 倫理規程や内部通報制度の関連規程に基づき、監査役へ報告や通報を行った取締役及び使用人に対し、当該報告等をしたことを理由とし

た不利な取扱いを行うことを禁止し、通報者探索の禁止等の保護手続を明文化してその旨を社内周知徹底する。

(11) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針（会社法施行規則第100条第３項第６号）

監査役が、その職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用または債務が当該監査
役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。また、執行部門の承認を要さずに監査役会の
判断のみで実行可能な、外部弁護士等の調査補助者選任にかかる予算権限を明確化している。

(12) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第３項第７号）

監査役が、取締役及び重要な使用人からヒアリングを実施し、代表取締役、内部監査部門（「内部監査室」）及び会計監査人とそれぞれ定期的に
意見交換を実施できる体制になっている。

さらに、常勤監査役が重要な経営会議等に継続して出席し問題事象の有無を確認するほか、監査役会による社内情報へのアクセス権限の確保、
ならびに監査役会と社外取締役との定期的な情報共有の場を設けるなど、ガバナンス上の問題を早期に把握・対応できる実効的なモニタリング体
制を構築している。

なお、上記の体制が有効に機能するために、標準的な「内部統制の枠組み」に基づいて、内部統制システムの構築を推進しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社はコンプライアンス体制の充実と強化を図るべく、役職員の行動規範を整備し、その基本方針としての「企業倫理」及び遵守指針としての

「行動指針」を設けており、その一つとして反社会的勢力との絶縁を掲げております。

当社における反社会的勢力排除体制としましては、「反社会的勢力調査マニュアル」を制定し、所管部署は総務部として運用を行っております。

具体的には、新規取引先等については、外部企業情報機関等を用いて情報収集を行い、事前にチェックを行うと同時に、継続取引先についても
年１回チェックを行い反社会的勢力との関係排除に努めております。

また、取引先との間で締結する「基本契約書」では、取引先が反社会的勢力であることが判明した場合には、契約を解除できる旨の暴力団排除条
項を盛り込んでおります。

万一問題が発生した場合は、必要に応じて顧問弁護士や警察、特殊暴力防止対策連合会等に相談し、適切な処置をとることとしております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は、迅速な意思決定及び業務執行を可能とする組織体制を強化し、株主に対する説明責任を果たすべく、適切な情報管理・開示体制の構築
と経営の透明性の確保、さらに企業倫理の尊重による公正で健全な企業経営を基本方針としております。 今般、当社は取締役会を監督機能に特

化させる「モニタリング・ボード体制」への移行や、ガバナンス強化および再発防止策の策定・実行を通じて、経営陣に対する実効性の高い監督体
制を構築いたしました。今後も経営の効率性を高め、コーポレート・ガバナンス体制を随時見直しながら、ステークホルダーからの信頼確保と持続
的な企業価値の向上を図ってまいります。

【社外取締役の独立性に関する基準】

当社は、社外取締役のうち、以下のいずれにも該当しない者は、独立性を有するものと判断する。

１. 現在又は過去10年間のいずれかの事業年度において、当社グループ（注１）の取締役・監査役・執行役員（以下、総称して「役員」という。）又は

重要な使用人（注２）（役員とあわせて、以下「役職員等」という。）であった者（ただし、当社グループの社外取締役を除く。）



（注１）「当社グループ」とは、当社と当社の子会社をいう。

（注２）「重要な使用人」とは、組織責任者に相当する職位以上の者をいう。

２. 現在又は過去３年間のいずれかの事業年度において、当社グループの現在の大株主(注３)である法人・団体等の役職員等であった者 (注３)

「大株主」とは、議決権所有割合の５％以上を名義上又は実質的に保有する株主をいう。

３. 当社グループの主要な取引先(注４)又はその役職員等である者 (注４)「主要な取引先」とは、現在又は過去３年間のいずれかの事業年度にお

ける当社グループとの取引額が、当社グループ又は相手方（その親会社を含む。）の連結売上高の２％以上を占める法人・団体等をいう。

４. 現在又は過去３年間のいずれかの事業年度において、当社の主要な借入先（注５）又はその役職員等であった者

（注５）「主要な借入先」とは、直近の事業年度末における当社の借入金の総額が、当社の当該事業年度末における連結総資産の２%以上を占め
る借入先をいう。

５. 当社グループから多額の寄付(注６)を受けている法人・団体等の理事、役職員等である者 (注６)「多額の寄付」とは、直近３事業年度の平均で

年間1,000万円を超える寄附をいう。

６. 現在又は過去３年間のいずれかの事業年度において、当社グループの会計監査人の代表、パートナー又は社員等であった者

７. 現在又は過去３年間のいずれかの事業年度において、当社グループから役員報酬以外に、多額の金銭その他の財産(注７)を得ている弁護

士、公認会計士、コンサルタント等（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。） (注７)「多額の

金銭その他の財産」とは、直近３事業年度の平均で年間1,000万円相当額を超える金銭その他の財産をいう。

８. 現在又は過去３年間のいずれかの事業年度において、以下に該当する者の近親者（注８）

・当社グループの役職員等

・上記２.から７.に該当する者 (注８)「近親者」とは、２親等以内の親族、配偶者又は同居人をいう。

９. 当社と他社の間で相互に派遣された役職員等

10. 本選任に係る株主総会終結の時において、当社における社外取締役としての在任期間が通算10年以上となる者

11. 前各項のほか、当社又は一般株主と利益相反関係が生ずるおそれがあると合理的に判断される事情が存在すると認められる者



全社

各本部・各部

(報告)

取締役会・経営会議

(決算情報・決定事実・発生事実の報告)

(承認・開示書類作成指示)

最高財務責任者

財務経理部 IR・経営企画室

(開示書類作成指示) (開示書類作成指示)

(情報収集・作成)
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最高財務責任者

(承認・報告)

取締役会・経営会議

(開示書類承認・開示指示)

最高財務責任者

IR・経営企画室

(開示指示)

(TDNET登録)
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	スライド 1

